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報告の概要

本委員会は「競輪事業を平成２８年度末で廃止するか、平成２９年度以降も存続さ

せるか」について慎重に審議した結果、直ちに廃止すべき状況にはないと考える。

しかし、来場者の高齢化と減少に歯止めがかかっていないことや、平成２９年４月

に予定されている消費税の引き上げなど、将来的に車券売上に影響を与えかねない不

確定要素があることから、競輪事業は当面、平成２９年度から平成３３年度までの５

年間について実施するものとする。

奈良競輪場では、その期間内に競輪施行者として、実現可能な範囲で来場者の利便

性の向上に努めるとともに、競輪場施設を競輪事業のみならず、多目的広場など地元

住民や観光客が触れ合う場として、さらには自転車競技や自転車に関心を寄せる県民

が集う自転車競技振興の場として、複合的な活用に向けた検討を進めるものとする。

１．競輪事業の現況

（１）競輪事業の目的

競輪事業は、昭和２３年に自転車競技法(平成２３年法律第２０９号)の施行に基づ

き開始され、現在、全国４３場の競輪場で実施されている。

競輪事業の目的は、自転車競技法第１条に示され、次のとおりとなっている。

１）自転車その他の機械の改良及び輸出の振興、機械工業の合理化

２）体育事業その他公益の増進を目的とする事業の振興

３）地方財政の健全化

（２）競輪事業の仕組み

競輪事業は、公営競技として、自転車競技法及び同法施行規則、施行者の条例・規

則により行われている。

競輪施行者は、自転車競技法第１条に定める都道府県及び総務大臣の指定を受けた

市町村であり、経済産業大臣の指導監督の下で、競輪振興法人、その他の関係団体等

と連携・協力し、全国統一システムの中で、それぞれの主催レース(競輪)を実施して

いる。平成２７年４月現在で、４３競輪場、４３団体の競輪施行者（府県５団体、指

定市町村３６団体、一部事務組合２団体）が競技を実施している。

競輪施行者が競輪場を設置し又は移転しようとするときは、経済産業大臣の許可が

必要である。また競輪施行者が競輪を開催しようとするときは、経済産業局長及び都

道府県知事を経由して経済産業大臣に届出することとなっている。

（３）競輪関係団体等

① 監督官庁(自転車競技法)

競輪事業は、自転車競技法等の法令に基づき、経済産業大臣の指導・監督の下で実

施される。
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② 競輪選手(自転車競技法第６条)

競輪選手は２，４５３名(Ｈ２７年７月１日現在)登録されており、(一社)日本競輪

選手会の各支部に所属（うち奈良県支部には２８名登録）する。日本競輪学校で１年

間知識と技能を習得し、資格検定に合格して登録される。成績順位により、Ｓ級、Ａ

級の２クラスに分けられ、さらにＳ級３班、Ａ級３班に分けられている。

③ （公財）ＪＫＡ

自転車競技法に基づく競輪振興法人は、競輪選手の登録、選手の出場の斡旋、選手

の育成・訓練などを業務としており、経済産業大臣により、現在（公財）ＪＫＡが指

定されている。なお、平成２６年４月１日に、旧（財）日本自転車競技会と合併し、

競輪施行者の委託により「競輪競技実施事業本部」と位置づけられ、審判、自転車の

検査、選手管理、番組編成の専門的な実務をあわせて行うこととなった。

また、機械工業等の振興、体育事業その他公益の増進を目的とする事業に対する補

助を行っているが、自転車競技法に基づき、競輪施行者は売上連動として１．９％の

交付金を（公財）ＪＫＡに納付している。

④ (公社)全国競輪施行者協議会

(公社)全国競輪施行者協議会は、４３の競輪施行者により構成され、競輪施行者を

はじめ競輪関係団体等と全国の開催日程調整、特別競輪の調整、選手賞金制度等の改

善にかかる選手会との交渉や、競輪施行者の意見を取りまとめ、国等への制度改正要

望を行っている。

（４）競輪の売上状況等

① 公営競技売上高の推移

公営競技である中央競馬、競輪、競艇、地方競馬及びオートレースの売上高は近年

減少傾向をたどっていたが、競艇は平成２３年度、中央競馬は平成２４年度、地方競

馬は平成２５年度、競輪は平成２６年度にそれぞれ増加に転じた。

図１ 公営５競技の売上高の推移 出所：各種資料を基に製造産業局車両室作成
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② 全国の競輪事業の売上状況

競輪の車券売上が増加に転じた平成２６年度の売上高は６，１５９億円であり、こ

れはピークの平成３年度売上高１兆９,５５３億円から実に６９％の減である。
主な減少原因は、来場者数が平成３年度の２,７４５万人から平成２６年度では

３６４万人へと激減したこと、１人当たり購買単価が平成３年度の５７,１６０円か
ら平成２６年度は１２，０００円と減少したことなどがあげられる。

これらの背景のひとつには、競輪の車券購入者の固定化・高齢化がある。ＪＫＡの

調査によれば、競輪来場者の平均年齢は、平成３年度は４９.８歳であったが、平成
１９年度で５７.４歳、平成２３年度では５９.０歳と、高齢化の進行が顕著である。
今後は、来場基盤を崩さないよう、高年齢層のファンを維持する対策を行いつつ、

若年層に対する来場喚起や新規顧客を発掘する取組の実施が大きな課題として言え

る。

図２ 販路別構成比の推移 出所：各種資料を基に経済産業省製造産業局車両室作
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図３ 公営５競技の本場入場者の平均購買額 出所：各種資料を基に経済産業省製造産業局車両室作

図４ 来場者の年齢構成 出所：財団法人ＪＫＡ 平成２３年度競輪定点観測調査より
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図５ 車券売上額推移（１場平均ベース） 出所：平成２７年度競輪事業の概要より

図６ 入場者数推移（１場平均ベース） 出所：平成２７年度競輪事業の概要より
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③ 競輪事業の収支

各競輪施行者の収支状況は、平成２０年度から平成２１年度にかけて大幅に悪化し、

赤字の競輪施行者は、平成２０年度の２団体から平成２１年度は１２団体と増加した

が、平成２３年度は７団体、平成２４年度は８団体、平成２５年度は４団体と増加傾

向に歯止めがかかり、平成２６年度では赤字団体はなくなった。

なお、収支状況のうち、自ら主催する競輪事業(本場開催)のＦⅡ開催は、大半の競

輪施行者が赤字であり、他場開催競輪の車券を発売する受託場外収入で、本場開催の

赤字を補填している状況である。

④ 競輪事業のコスト構造

平成２３年６月に経済産業省産業構造審議会車両協議分科会が出した「競輪事業の

あり方検討小委員会」報告書によると、競輪事業は車券売上の７５％を払い戻し、残

り２５％の中から、競輪事業開催に要する各種経費（賞典費、競技会委託費、人件費、

場間場外関連経費等）を負担し、社会還元事業のための財源（ＪＫＡ交付金）等を納

付しているが、近年の売上減少に伴う場外発売関連経費の増加等により経費比率が２

５．９％にまで増加し、競輪事業全体で本場開催のみをみた場合は赤字となり、結果、

一般会計への繰り出しができない施行者が出てきたとしている。

図７ 開催経費の使途別分類 出所：産業構造審議会車両競技分科会「競輪事業のあり方検討小委員会「報告書資料より
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そのため、平成２４年３月に経済産業省はＪＫＡへの交付金率を実質２.１％から
１.９％に引き下げること、及び車券の払戻下限率の７５％から７０％への引き下げ
を可能とすること等を基本とした自転車競技法の一部改正を行ったが、車券払戻率の

現状の運用は７５％のまま据え置かれている。

２．奈良競輪場の現状

（１）奈良競輪場の概況

① 沿革

奈良競輪は昭和２５年５月に第１回が開催され、昭和２６年１０月には奈良市、大

和高田市と一部事務組合を結成した。さらに昭和３８年には大和郡山市、桜井市、御

所市が加わり奈良県５市競輪事務組合での開催となった。その後、奈良市が昭和４７

年に、残り４市も昭和６０年に脱退し、昭和６０年４月からは、県単独開催となり現

在に至っている。

② 施設概要

主要な施設として、周長３３３．３ｍのバンクがあり、それを囲むスタンドの観客

収容人員は１５,０００人である。その他、県事務所、管理センター、選手宿舎、飛
天交流館(特別観覧席等)、投票所、払戻所、休憩所、飲食店、ガイダンスコーナー、

多目的ホール、警備員詰所、救護所などがあるが、現状、効率的に配置されていると

は言い難く、かつ老朽化が著しいことから、施設の整理統合と耐震工事が急がれる。

全敷地面積は、88,697㎡(うち県有地 67,144㎡)であり、施設が占める面積は 46,045
㎡、駐車場の面積は 42,652㎡となっている。

（２）県財政等への貢献

① 県財政への貢献

競輪事業による収益は一般会計へ繰り出されるが、開設以来現在まで累計３１８億

７，０００万円余りを繰り出してきた。

最近５年間では、平成２２年度から平成２４年度までの３年間は、累積赤字が生じ

たために繰り出しはできなかったが、平成２５年度に累積赤字を解消したことから、

平成２５年度に１，０００万円、平成２６年度では１，６００万円の繰り出しを行っ

た。

② 地域における雇用の創出

奈良競輪場には、車券を発売する従事員、警備員、場内清掃員や場内食堂で働く人

々など、包括外部委託を導入した平成２６年度においても、本場開催時では１日平均

２１７人、受託場外発売時では１日平均１６４人が雇用されており、年間では延べ

５９，５２０人の雇用の場となっている。

※平成２７年度における本場開催日数は小倉競輪場を借り上げて開催されたミッド
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ナイト競輪を除き４０日、受託場外発売日数は３１０日

また、平成２６年度では年間延べ３４万５千人の入場者があり、昼食や専門誌の購

入、交通機関の利用など地域経済への貢献にも繋がっている。

３．奈良競輪場の経営状況

（１）本委員会設置の経緯と中間報告

① 奈良県営競輪経営検討委員会の報告 （～平成２３年１１月）

奈良競輪場の収益は、平成３年度に２２億円の一般会計繰出金及び３，０００万円

余の基金積立金を計上したうえに、１１億円を翌年度に繰り越すなど、そのピークを

迎えたが、徐々に車券売上額が減少し、平成１２年度及び１３年度には売上不振のた

め赤字決算となった。その後、受託場外発売の拡大等により黒字に転じ、平成１７年

度から２０年度にかけ毎年度５，０００万円～１億円を県一般会計に繰り出し、積立

金も１億１００万円～２億７,５００万円を計上した。
しかし、平成２１年度には車券売上の急減により再び赤字に転じ、平成２２年度で

は、「共同通信社杯・秋本番」を開催したものの、当初予想したほど売上は伸びず、

１億３,４００万円の累積赤字を計上することとなった。
そのため経営検討委員会は、平成２３年１１月に「‥国や関係団体における制度改

正の行方や競輪事業の収益構造の変化を見据えつつ、国のＪＫＡ交付金支払猶予特例

制度活用の検討を行い、経営改善期間を確保しながら、一層の売上確保や経費削減に

努めたうえで、存続の可否を改めて判断すべきである。」との報告を行った。

② 本委員会の設置 （平成２４年９月）

平成２４年４月に自転車競技法がの改正が行われ、ＪＫＡ交付金率の引き下げや車

券払戻率の下限率引き下げなどにより一定の収支改善が期待されたものの、公営競技

全般の売上の長期低落傾向や奈良競輪場の老朽化に伴う施設改修の必要性などを勘案

すると、速やかな累積赤字の解消や将来にわたって収益を確保し一般会計へ繰り出す

ことが困難と見込まれることから、平成２４年９月に奈良県営競輪事業の経営改善策

と存廃を含めた今後のあり方について一定の方向性を見いだすため、奈良県営競輪あ

り方検討委員会が新設された。

③ 中間報告 （平成２４年９月～平成２５年５月）

奈良県営競輪あり方検討委員会は、平成２４年９月２０日から平成２５年５月３１

日までの間に５回の会議を行い、競輪事業の存廃を含めた今後のあり方の方向性を見

いだすため、全国的な売上動向、奈良競輪の状況、経費削減に繋がる経営方法などに

ついて検証・検討を行った結果、広告業務や車券発売、清掃や警備などを一括して民

間企業に委託する包括外部委託を導入することで累積赤字が解消し、一般会計へ繰り

出せる可能性がでてきたことから、平成２５年６月に「平成２６年度から平成２８年

度まで包括外部委託を導入することで累積赤字を解消し、一般会計への繰り出しによ

り、県財政への貢献を目指すこと」と、平成２７年度末までに「平成２９年度以降も
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存続させるのか、あるいは平成２８年度末で廃止するのかについて方向性を打ち出す」

ことを主な内容とした中間報告を行った。

（２）中間報告後の経営改善の取組

① 経費節減

平成２６年度から日本トーター（株）への包括外部委託を実施し、これまで直営や

個別に外部委託していた車券発売、広報、ファンサービス、庁舎の警備・管理など約

３００の業務を一括して委託することによって、平成２５年度実績と比較して約２，

４００万円の経費削減を実現した。

② 収益確保

収益確保対策として、受託場外発売日を増やすことや午後４時以降にナイター競輪

の受託場外車券発売に取り組むとともに、夜間にインターネット投票のみで車券発売

をするミッドナイト競輪の開催にも平成２７年度から取り組んでいる。

表１ 受託場外車券発売状況

③ ファンサービス向上と新規ファン獲得

民間ノウハウの活用により、来場者が入場しやすい入場門への改修、空き店舗を利

用したキッズルームの開設、多目的ホールへのレース情報用ディスプレイの集中設置

を図るなど、既存ファンの満足度アップに取り組んだ。

図８－１ 入場門の改修（東入場門）

（単位：千円）

年度
場外発売

日数
受託場外

車券売上高
受託場外収入

１日あたり
受託場外収入

22 269 5,313,482 165,180 614

23 277 5,145,856 179,728 649

24 285 4,553,783 144,384 507

25 277 4,184,658 137,140 495

26 324 4,558,538 275,582 851
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図８－２ 多目的ホールの改修

特に、記念競輪ＧⅢ「春日賞争覇戦」においては、平成２６年度以降従来の競輪ファン

に加えファミリー層向けのイベントを企画し、期間中の来場者数が大幅に増えている。

（㉕１０，１５６人→㉖約１３，８２０人→㉗１２，６１７人）

図９ 平成２６年度記念競輪時のイベント開催状況

一方、奈良競輪場においても近隣所在の平城小学校や平城中学校の児童や生徒が参加す

る「平城ふれあいフェスタ」に会場を提供するなど地域貢献に取り組むとともに、Wi-Fi
に対応した環境整備や、多くの県民の集まる「奈良まほろば市」などの県内イベントに「奈

良競輪ブース」を設営し、奈良競輪の魅力を広く発信することに取り組んでいる。
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図１０ 「平城ふれあいフェスタ」 図１１ 大和さくらい万葉まつり

（３）収支状況

前述のとおり、平成２６年度で競輪事業への包括外部委託の導入を中心とした経営合理

化と人件費の削減などの経営改善に取り組んだ結果、平成２６年度までの収支状況は表の

とおりとなっている。

図１２

差引収支の推移

平成２４年度は、車券発売金及び受託場外収入ともに前年度を下回ったため歳入は前年

度に比べ約３，６００万円減となったが、車券売上に連動した車券払戻金及びレース数の

削減による選手賞金の減などで歳出で前年度を約３億８，０００万円下回ったことから、

単年度収支では約２，８００万円の黒字となり、累積赤字を約９，４００万円まで減らす

ことができた。

平成２５年度では、歳入は平成２４年秋から始まった西日本１９場が協力して車券を発

売する「ＦⅠ西日本カップ」を開催したことで前年度並となった。歳出では、開催レース

数の減による経費削減と平成２６年度に導入予定の包括外部委託に向けた採用抑制などに

よる人件費の削減効果により前年度を下回る結果となり、単年度収支でも黒字となったこ

とから、累積赤字が解消し、さらに一般会計へ繰り出すこともできた。

平成２６年度についても、歳入では車券発売金額が前年度を下回るなどにより減少した

ものの、包括外部委託の導入による経費節減と民間ノウハウを活かした経営改善効果によ

り、一般会計に１，６００万円を繰り出し、基金に約９，８００万円を積み増ししたうえ

で、約５，９４０万円の黒字を計上することとなった。
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表２ 平成２３年度～平成２６年度までの歳入・歳出状況

（注）単年度収支額＝（歳入総額－前年度繰越金）－（歳出総額－繰上充用金）

（４）本委員会による収支見通し

第１０回の委員会において、以下の条件に基づき平成２７年度以降の収支見通しについ

て試算を行った。

① 前提条件

＜開催日数等＞

・４６日（ＧⅢ１節４日、ＦⅠ５節１５日、ＦⅡ９節２７日）。

・ＦⅡ９節２７日のうち、平成２７年度は２節６日を、ミッドナイト競輪４節１２

日で実施。平成２８年度以降は、８節２４日をﾐｯﾄﾞﾅｲﾄで開催することを検討。

・（ＦⅠ）西日本カップは平成２７年度、平成３０年度、平成３３年度に開催。

売上額は、平成２５年度売上額１４億円から２％ずつ削減。

単位：千円

58 58 55 52

11,459,491 11,296,611 11,318,011 10,843,891
(2,881,125) (2,859,278) (2,891,450) (2,729,442)

受託場外収入等 179,728 144,384 137,140 275,582

ＪＫＡ還付金 134,346 0 15,883 0

前年繰越金 0 0 0 48,216

その他収入 113,866 91,185 98,677 44,787

車券払戻金 8,578,366 8,437,333 8,426,561 8,114,449

団体交付金等 748,907 600,684 582,723 515,200

増収対策経費 1,198,752 1,339,457 1,431,910 1,273,041

選手賞金 692,805 569,704 511,398 497,682

人件費 166,806 165,245 137,159 129,335

繰上充用金 134,494 122,280 93,834 0

繰出金 0 0 13,267 16,000

　　　基金積立金 2,107 192 3,816 97,674

その他経費 487,474 391,119 320,827 461,479

主
　
な
　
内
　
訳

主
　
　
な
　
　
内
　
　
訳

歳入総額　（Ａ）

区分

車券発売金
（車券払戻金除く）

歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ）

単年度収支額　（注）

２５年度　

11,569,711

歳出総額　（Ｂ） 11,521,49511,626,014

２６年度　

11,212,476

11,104,860

107,616

59,400

▲ 93,834

28,446

通常開催日数

48,216

142,050

２４年度　２３年度　

11,887,431

12,009,711

▲ 122,280

12,214

11,532,180
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＜車券売上見込み＞

【ＧⅢ春日賞】

・平成２７年度の売上額は、平成２６年度売上額に平成２５年度売上額からの落ち

率（６．８％）を加味して積算。以降は同額で設定。

【ＦⅠ】

・平成２６年度１日平均売上額は前年度から１９．７％（全国では１５．６％）増。

・平成２７年度でも、奈良県及び全国でも対前年度額を上回っている。

・平成２６年度１日平均売上額で設定。

【ＦⅡ】

・普通開催 平成２６年度１日平均売上額は前年度を０．２％（全国では１０．４

％）増。平成２６年度１日平均売上額で設定。

・ﾐｯﾄﾞﾅｲﾄ 平成２７年度１節最小売上額に開催節数を乗じて積算。

表３ グレード別１日平均売上状況 （Ｈ２５西日本カップ、Ｈ２６三笠賞は除く）

表４ Ｆ１売上状況の推移 表５ Ｆ２売上状況の推移

表６ ミッドナイト競輪の売上状況

Ｈ２５
１日平均売上額

（千円）

Ｈ２６
１日平均売上額

（千円）
対前年度比

奈良競輪 1,598,783 1,545,638 96.7% △３．３％

全国平均 1,601,758 1,576,469 98.4% △１．６％

奈良競輪 146,004 174,750 119.7% 19.7%

全国平均 218,111 252,205 115.6% 15.6%

奈良競輪 30,030 30,096 100.2% 0.2%

全国平均 56,121 61,971 110.4% 10.4%

ＧⅢ

ＦⅠ

ＦⅡ

-

119.7%
注）西日本カ ップ、正月

開催を除いた比較

27 124.8%

26 123.0%

136,667,717

168,152,522

209,831,733

レース
種別

年度 対前年度比
参考）

年間　１節平均売

上額対前年度比

４月～８月
１日平均

車券売上額

25

ＦⅠ

104.5%
注）西日本カップを

除いた比較

円
円

-

41,436,633

普通

普通

89.8%

143.8%

普通

参考）

年間　１節平均売

上額

対前年度比

対前年度比

32,092,117

26

レース
種別

年度
４月～８月
１日平均

車券売上額

28,820,683

27

ＦⅡ

25 89.1%

100.2%

※ミッドナイト競輪

　を含む

円

343,455,300
302,130,200

レース
種別

年度

27ＦⅡ

４月～８月
１節平均

車券売上額

124,309,900
普通

519.3%
645,585,500

対普通競輪
売上額との対比

ﾐｯﾄﾞﾅｲﾄ
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＜その他＞

・平成２７年度以降の年度別収支見込み額の積算にあたっては、平成２７年度の車

券売上状況が平成２６年度を上回る状況にはあるが、平成２６年度の実績と売上

状況により試算する。

・包括外部委託料は、平成２７年度実績額とする。

・車券払い戻し率は、車券発売金の７４．８％で算出。

・職員人件費などの基本的な歳入・歳出は、平成２６年度実績額ないし平成２７年

度予算額とする。

② 試算の結果

平成２７年度から平成３３年度までの単年度毎の収支見込みは、全ての年度におい

て黒字を見通す結果となった。

表７ 平成３３年度までの収支見通し 出所：第１０回奈良県営あり方検討委員会資料より

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度見込 ２８年度見込 ２９年度見込 ３０年度見込 ３１年度見込 ３２年度見込 ３３年度見込

11,296,611 11,318,011 10,843,891 11,221,148 10,283,158 10,283,158 11,191,904 10,283,158 10,283,158 11,163,244

144,384 137,140 275,582 175,409 175,409 175,409 175,409 175,409 175,409 175,409

0 15,883 0 0 0 0 0 0 0 0

50,707 44,402 0 0 0 0 0 0 0 0

40,478 54,275 44,786 44,786 44,786 44,786 44,786 44,786 44,786 44,786

11,532,180 11,569,711 11,164,259 11,441,343 10,503,353 10,503,353 11,412,099 10,503,353 10,503,353 11,383,439

　
　
　

8,437,333 8,426,561 8,114,449 8,393,418 7,691,802 7,691,802 8,371,544 7,691,802 7,691,802 8,350,106

165,245 137,159 129,335 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927

85,404 74,671 54,986 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927 53,927

41,852 45,871 0 0 0 0 0 0 0 0

37,989 16,617 74,349 0 0 0 0 0 0 0

600,684 582,722 515,200 533,060 488,654 488,654 531,675 488,654 488,654 530,318

205,364 209,554 390,491 404,076 370,299 370,299 403,023 370,299 370,299 401,991

263,648 243,591 0 0 0 0 0 0 0 0

131,672 129,577 124,709 128,984 118,355 118,355 128,652 118,355 118,355 128,327

1,319,457 1,401,910 1,229,041 1,178,220 1,079,732 1,079,732 1,175,150 1,079,732 1,079,732 1,172,141

1,226,133 1,300,117 1,229,041 1,178,220 1,079,732 1,079,732 1,175,150 1,079,732 1,079,732 1,172,141

93,324 101,793 0 0 0 0 0 0 0 0

569,704 511,398 497,682 486,645 486,645 486,645 486,645 486,645 486,645 486,645

15,477 15,477 15,477 15,477 15,477 1,290 1,290 15,477 1,290 1,290

29,045 28,925 29,924 27,652 27,652 28,164 28,164 27,652 28,164 28,164

59,984 59,354 50,901 50,000 50,000 50,926 50,926 50,000 50,926 50,926

70,865 64,514 1,866 1,866 1,866 1,901 1,901 1,901 1,901 1,901

0 0 360,720 330,480 330,480 336,600 336,600 336,600 336,600 336,600

186,347 139,460 3,840 1,000 1,000 1,019 1,019 1,019 1,019 1,019

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,569 0 3,000 3,688 3,688 3,756 3,756 3,756 3,756 3,756

0 0 0 61,546 61,546 61,546 61,546 61,546 61,546 61,546

36,939 34,517 31,712 31,712 31,712 31,712 31,712 31,712 31,712 31,712

9,892 8,580 8,128 8,128 8,128 8,128 8,128 8,128 8,128 8,128

192 3,816 2,674 5,850 5,850 5,850 5,850 5,850 5,850 5,850

11,503,733 11,414,393 10,993,949 11,182,670 10,338,159 10,331,651 11,149,833 10,344,401 10,331,651 11,124,029

28,447 155,318 170,310 258,672 165,194 171,701 262,266 158,952 171,701 259,410

単位：千円

区分

収
　
　
　
　
　
入

車券発売金

受託場外収入

ＪＫＡ還付金

基金繰入金

その他（時効金・特観席入場料・財産収入等）

歳入合計　　Ａ

車券払戻金

支
　
　
　
　
　
　
　
　
出

人件費

職員給与等

従事員賃金

従事員離職慰労金

交付金・負担金

(公財)ＪＫＡ

(公財)ＪＫＡ（日本自転車競技会）

工事請負費（耐震化等）等

全輪協その他負担金・補助金

増収対策経費

委託場外開催経費

電話投票対策経費

選手賞金

投票業務用機器等のリース契約費用

トータリゼータシステム利用料

需用費その他管理経費

広告宣伝その他役務費

包括委託料（日本トーター（株））

その他委託料

消費税

ミッドナイト競輪施設賃貸料等

場内・駐車場用地使用料

周辺対策経費

基金積立金（運用利息）

歳出合計　　　Ｂ

単年度収支　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

※この表は、単年度毎での収支状況について作成
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４．奈良競輪場の今後のあり方

（１）存廃の方向性を判断するための状況

当委員会では存廃の方向性を判断するにあたり、奈良競輪の状況や自助努力に係る部

分のほか競輪界全般の動向など８つの側面（①全国的な売上動向、②奈良競輪の状況、

③新たな経営改善策、④包括外部委託による節減効果、⑤耐震工事に係る経費、⑥選手

数・開催日数等の削減動向、⑦車券払戻率の引き下げの動向、⑧消費税率引き上げの影

響）と競輪場の有効活用について、調査・分析を行ってきたが、状況は以下のとおりで

ある。

① 全国的な売上動向

公営競技全体の売上は平成２３年度までは減少が続いていたが、平成２４年度から

は回復基調に転じている。

競輪事業については、平成３年度の１兆９,５５３億円をピークに平成２５年度ま
では減少をたどったが、平成２６年度で増加に転じた。しかし、売上高はピーク時の

６９％減の６,１５９億円にとどまっている。
グレード別売上状況については、ＦⅠレースは開催レース数が減少しているものの

売上総額は前年度を上回る状況となっている。

また、ＦⅡレースは、開催レース数が減少していることから売上総額は前年度を下

回ってはいるが、1日当たりの平均売上額は前年度を上回っている。
しかし、全売上の５割以上を占めるＧレースについては、開催レース数の減少によ

る売上総額の減少のみならず、１日当たりの平均売上額も減少している。

来場者数は、平成３年度の２，７４５万人をピークに平成２６年度では３６４万人

まで減少している。

また、来場者の平均年齢も高齢化をたどっており、既存の来場者の満足度を高める

とともに、競輪事業を続けていくためには、新たな来場者を確保することが重要であ

る。

② 奈良競輪の状況

平成２５年度において、平成２４年度まで抱えていた累積赤字を解消し、４，８

００万円の黒字を計上した。

包括外部委託を導入した平成２６年度においては、さらに１億８００万円の黒字

計上となった。

平成２７年度においても、ミッドナイト競輪の開催に取り組むなど新たな収益確

保策に取り組んでおり、引き続き好調な売り上げ状況にあることから、平成２３年

度以降の競輪業界全体の取組と全国的な車券売上の状況を踏まえ、平成３３年度ま

での収支見通しは黒字を見込むことができる。

③ 新たな経営改善策

平成２３年度以降、ガールズケイリンや西日本カップの誘致、委託場外発売協力競

輪場の拡大、受託場外発売日等の拡大など収益確保に取り組むとともに、平成２７年
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度からは小倉競輪場を借り上げミッドナイト競輪の開催にも取り組んでいる。

さらに、平成２８年度からは奈良競輪場においてミッドナイト競輪を開催する計画

となっており、一層の収益確保が図りうる見込みである。

また、経費削減に関しては、平成２６年度からは車券発売業務を民間企業の経営手

法を取り入れた包括外部委託に切り替えており、人件費の削減にも取り組んでいる。

④ 包括外部委託による経費節減効果

平成２６年度の歳入は平成２５年度を下回る状況であったが、包括外部委託の導入

により委託料や役務費等の開催経費及び人件費等の削減により大幅に歳出額を抑制で

きたことから、平成２５年度を上回る黒字額が確保できた。

⑤ 耐震工事に係る経費

平成２４年度の耐震診断の結果、耐震工事が必要とされた中央、東、西スタンドに

ついて、概算工事費で９，３００万円であったが、新たに第１投票所Ａ、Ｂについて

耐震診断が必要となったことから、工事費の増加が予想される。

⑥ 選手数・開催日数等の削減動向

競輪選手数は、平成２５年３月末で２，７２０人であったが、平成２７年７月末

で２，４５３人と削減が進んでいる。

開催日数についても、選手数２，３００人体制を見据え平成２６年度では１節（３

日）削減されて５２日、平成２７年度では、さらに２節（６日）削減されて４６日

となった。

⑦ 車券払戻率の引き下げの動向

平成２３年６月に産業構造審議会車両競技分科会より出された「競輪事業のあり

方検討小委員会」報告書の中で、競輪事業は車券売上の７５％を払戻し、残り２５

％の中から、施行者は競輪開催に要する各種経費と社会還元事業のための財源を負

担しているが、開催に要する経費が売上の２５.９％を占めており、本場開催のみで
は赤字となるとして、平成２６年３月に自転車競技法が改正され、車券払戻の下限

率を７５％から７０％にまで下げることができるようになった。

しかし、平成２５年１０月に開催された（公社）全国競輪施行者協議会「経営改

善検討プロジェクト会議」において、車券払戻率は当面の間、現行どおり７５％を

継続することが決定されたことから、奈良競輪場は現在においても厳しい経営環境

の下にある。

当委員会は、競輪業界全体として開催経費を含めたあらゆる経費の見直しと削減

に取り組み、現下の厳しい経営環境の改善を図るとともに、車券払戻率についは、

取組状況を見ながら、順次７０％まで引き下げていく必要があると考える。



- 17 -

⑧ 消費税率引き上げの影響

平成２６年４月に消費税が８％に引き上げられたが、車券売上への影響は、全国

及び奈良競輪場の売上状況を見る限り、影響は見受けられなかった。

しかし、平成２９年４月に予定されている消費税１０％が実施された場合には、

景気への影響が危惧されており、車券売上額が大幅に落ち込むことも予想されるこ

とから、競輪事業を続ける場合には慎重に見極める必要がある。

また、委託料や光熱水費等の支出額も増えることから、歳入歳出の両面から検証

していく必要がある。

⑨ 競輪場の有効活用

平成２６年度に実施した「地域活性化代替策等調査事業」の報告書の中で三菱ＵＦ

Ｊリサーチ＆コンサルティングは、仮に競輪事業を廃止するとした場合の跡地利用に

ついては、商業施設としての利用はすでに近隣に大型商業施設があり飽和状態である

こと、競輪場の区域が市街化調整区域にあることで利用用途が限られていること、及

び廃止となった他の公営競技場の多くの跡地利用が円滑に進んでいないことを踏ま

え、奈良競輪場の収支は平成２７年度以降も当分の間黒字が見込まれることから、競

輪場を複合的に利用し、県財政への寄与と地域の雇用等への貢献をめざすことが望ま

しいとしている。

表８ 競輪場の複合的活用例 出所：地域活性化代替策等調査業務報告書より

当委員会としても、平成２９年度以降も競輪事業を続ける場合には、現在のように

単に競輪事業目的のみの利用から、地域住民に開かれた活用とともに自転車競技等の

振興にも繋がる活用など、奈良競輪場を複合的に活用することが地域経済にとって好

ましいと判断する。

来訪する人の利便性を向上させる施設
（観光案内・情報提供施設、コンビニエンスストア等）

サイクリストが利用できる施設
（自転車の整備、休憩、宿泊棟の機能を持つ）

観光・交流に関す
る施設

自転車に関する施
設

立地可能な具体的施設

地域特産品（土産品）販売

飲食店（地域特産品の活用）

来訪する人の休憩所（休憩所、トイレ等）

自転車競技を含めたトレーニング施設
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（２）報告

前述の状況を踏まえ、本委員会は「競輪事業を平成２８年度末で廃止するか、平成２９

年度以降も存続させるか」について慎重に審議した結果、直ちに廃止すべき状況にはない

と考える。しかし、来場者の高齢化と減少に歯止めがかかっていないこと、来年４月に予

定されている消費税の引き上げが車券売上の減少に繋がる恐れがあることなど危惧すべき

事項があることなどから、競輪事業は当面、平成２９年度から平成３３年度までの５年間

について実施するものとする。

奈良競輪場では、その期間内に競輪施行者として、実現可能な範囲で来場者の利便性の

向上に努めるとともに、競輪場施設を競輪事業のみならず、多目的広場など地元住民や観

光客が触れ合う場として、さらには自転車競技や自転車に関心を寄せる県民が集う自転車

競技振興の場として、複合的な活用に向けた検討を進めるものとする。

当委員会では、引き続き奈良競輪の経営改善に向けた取組と収支状況、及び競輪業界が

取り組む必要がある制度改正、ガバナンス機能の強化、高コスト構造の見直し状況等につ

いて検証・検討を行い、改めて平成３４年度以降の奈良競輪のあり方については、平成３

２年度末までにその方向性を示す。

図１３ 奈良競輪場施設の複合的活用案

活　　用　　方　　法

多 目 的 広 場

競 輪 ゾ ー ン

自転車競技振興ゾーン

多目的広場は、フリーマーケットやイベント広場として
活用したり、奈良県産の農産物や土産物の販売所とし
て活用するなど、広く県民や市民、観光客に足を運ん
でいただける複合施設へと転換を図ります。

競輪ゾーンは、競輪本場開催並びに場外開催時の車
券発売エリアとして活用します。

自転車競技振興ゾーンは、自転車に関わる展示場の
開設や自転車ショップの併設、並びに自転車トレーニ
ングセンター・サービスステーションの機能を備え、自
転車競技に携わるエリアとして活用します。



- 19 -

５．競輪業界の持続的発展に向けて（提言）

奈良県営競輪あり方検討委員会は、平成２４年９月に設置されて以降、これまで１３回

の会議を開催し、奈良競輪場の今後のあり方について様々な視点に立って審議を重ねてき

た。全国的な景気回復の影響とともに、奈良競輪場が当委員会が提言した経営改善策の実

現に向けて精力的に取り組んだ結果、平成２５年度末をもって累積赤字を解消し、平成２

６年度以降も包括外部委託の導入など着実に経営改善に努めていることから、平成３３年

度までの収支見通しは黒字が予想できるところまで経営状況は改善されてきた。

しかし、競輪業界として選手数や開催日数の削減など開催経費の削減等に取り組んでは

いるものの、競輪場への来場者数が年々減少し続けており、また高齢化も進んでいること

から、業界を挙げて新規来場者獲得に取り組む必要がある。さらに（公財）ＪＫＡ、（公

社）全国競輪施行者協議会への交付金や地方公共団体金融機構への納付金制度、及び車券

払戻率が現行の７５％のまま据え置かれていることなど、業界には一施行者では対応でき

ない、大きな構造上の問題や課題がある。

引き続き競輪が公営競技として実施していけるよう、業界全体で真摯な議論を行い、そ

の解消に向けて取り組んでいくことを期待する。
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＜資料１＞ 奈良県営競輪あり方検討委員会名簿

（５０音順、敬称略）

氏名

弁護士 奈良弁護士会 弁護士 石黒　良彦

商工団体 奈良経済同友会 特別幹事 岡村　元嗣

シンクタンク 南都経済研究所 顧問 絈井 憲

公認会計士 里見公認会計士事務所
公認
会計士

里見　良子

学識経験者 早稲田大学スポーツ科学学術院 教授 松岡　宏高

所属等
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＜資料２＞ 奈良県営競輪あり方検討委員規則

奈良県営競輪あり方検討委員会規則

（趣旨）

第一条 この規則は、奈良県附属機関に関する条例（昭和二十八年三月奈良県条例第四号）

第二条の規定に基づき、多方面から幅広い意見を聴取し検討を行うために設置する奈良

県営競輪あり方検討委員会（以下「委員会」という。）の、組織及び運営に関して必要

な事項を定めるものとする。

（所掌事務）

第二条 委員会は、奈良県営競輪事業（以下「県営競輪」という。）のあり方等に関して、

次の事項について調査審議し、審議結果を知事に建議する。

一 県営競輪の経営改善策に関すること

二 県営競輪の存廃を含めた今後のあり方に関すること

（組織）

第三条 委員会は、委員五人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱する

一 学識経験者

二 有識者

（任期）

第四条 委員の任期は、二年とし、再任を妨げない。ただし、当該委員が欠けた場合にお

ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（委員長）

第五条 委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 委員長に事故あるときは又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委

員が、その職務を代理する。

（会議）

第六条 委員会の会議は、委員長が招集する。

２ 委員長は、委員会の議長となり、議事を掌理する。

３ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

４ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の意見を求め、その意見を聴くことが

できる。

（庶務）

第七条 委員会の庶務は、産業・雇用振興部地域産業課及び奈良県営競輪場において処理

する。

（その他）

第八条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が定

める。

附 則
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この規則は、交付の日から施行する。

＜資料３＞ 検討の経過

奈良県営競輪あり方検討委員会開催状況

《第 1回》平成２４年 ９月２０日（水）

・奈良競輪の現状

・今後の進め方

《第２回》平成２４年１２月２７日（木）

・存廃の方向性検討

・跡地活用の可能性

・今後の進め方

《第３回》平成２５年 ３月２８日（木）

・存廃の方向性

《第４回》平成２５年 ５月３１日（金）

・中間報告（案）

《第５回》平成２５年 ９月１１日（水）

・車券売上状況及び経営改善策の取組状況

・包括外部委託導入に向けた状況

・競輪界の動向

《第６回》平成２６年 ２月１３日（木）

・平成２５年度奈良競輪の売上状況

・ガールズケイリンの状況

・包括以外部委託導入に向けた動き

《第７回》平成２６年 ６月１６日（月）

・平成２５年度競輪事業費特別会計の決算

・平成２６年度奈良県営競輪の事業運営

《第８回》平成２７年 ２月２０日（金）

・平成２６年度奈良競輪の売上状況

・競輪場における新たな売上向上及び集客への取組

・地域活性化代替策等調査事業 中間報告

《第９回》平成２７年 ６月２４日（水）

・平成２６年度競輪事業費特別会計の決算

・地域活性化代替策等調査事業の結果

・平成２９年度以降の奈良競輪の存廃に関する審議

《第 10回》平成２７年 ９月３０日（水）

・奈良競輪の収支見通し

・奈良競輪場の複合的活用と施設改修

・平成２９年度以降の存廃の方向性

《第 11回》平成２７年１２月２４日（水）
・平成２７年度奈良競輪の売上状況
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・存続について

《第 12回》平成２８年 ２月２４日（水）

・平成２９年度以降のあり方の方向性について

《第 13回》平成２８年 ３月１７日（木）

・平成２９年度以降の存廃の方向性に関する報告


